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暴行による胎児致死事件について訴追を認める連邦法の成立
土屋 恵司

はじめに

2004年４月１日ブッシュ大統領の署名を得

て、「2004年暴行被害胎児法（Unborn Victims
 

of Violence Act of2004）」が成立した。

この法律は、妊娠女性に加えられた暴行によ

り、その女性の胎内にいた子（胎児）の生命を

損なうに至った事件において、その暴行を行っ

た者を、当該の妊娠女性に対する暴行犯として

訴追することに加え、胎児に対する致死犯とし

て、別個に訴追することを認めるものである。

このことは胎児に一定の法的地位・権利を認

めるものであり、法的地位・権利は出生した「人」

について認められるとする英米法体系における

コモンローの“Born Alive”の法理を、一定の

条件の下に限ってではあるが、覆すものとして、

その是非をめぐる議論が起きている。

また、この法律により胎児に法的地位が認め

られることにより、女性の人工中絶選択権を制

限又は否定する効果がもたらされることを警戒

する人工中絶選択権擁護者（pro-choice）の非難

を招いており、胎児の生命の優先保護を主張す

る者（pro-life）との確執が高まっている。

州法により、胎児致死事件を母親に対する暴

行とは別個の犯罪を構成するものと定める州

は、2004年５月末現在、30州を超える。さらに

いくつかの州議会では、同様の趣旨の州法の制

定に向けた審議が行われているという。

本稿は、今回の連邦法制定の経緯、同様の趣

旨の州法の制定状況を概観し、米国における胎

児の法的地位をめぐる今後の立法動向を窺うも

のである。

１ 立法の経緯

2004年暴行被害胎児法の元となった下院法案

（H.R.1997）は、2003年５月７日に下院に提出

され、下院司法委員会等における審議を経て、

2004年２月26日下院を通過した。上院では３月

10日から審議が開始され、３月25日には修正な

く可決された。こうして、連邦議会を通過した

法案は同日、大統領の下に送られ、４月１日署

名を得るに至った。

この法律は、比較的順調に連邦議会を通過し

たかに見えるが、背景には、同じ規定内容の法

案が過去２回提出され、いずれも廃案に追い込

まれたという経緯がある。

最初のものは、第106議会下院法案H.R.2436

であり、1999年７月１日に下院に提出され、同

年９月30日に下院で可決され、上院に送られた

ものの上院では審議がほとんど行われず廃案に

至った。次のものは、第107議会下院法案H.R.

503であり、2001年２月７日に下院に提出され、

同年４月26日には下院で可決され、上院に送ら

れたが、同年６月８日に上院議事カレンダーに

掲載されただけで、その後に審議が行われるこ

となく廃案に至った。

これら２つの法案は、その規定内容が同じで

あり、このたび成立に至った2004年暴行被害胎

児法の規定内容とも、法律の略称を除き、同じ

ものとなっている。

このように規定の仕方まで同じような法案

が、なぜ過去２回は廃案とされ、今回は議会を

通過したのか。以下では、その背景を見ていく

ことを通じて、この法律がもつ意義を探ってみ

ることとする。
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⑴ 妊娠女性の法的地位に対する社会的認識

20世紀末（少なくとも1990年代半ば頃）まで

は、胎児が第三者（母親以外の者）の行為によ

り傷害を負い、又は死に至った事件についての

連邦政府やマスメディアの関心は、母親の薬物

乱用などの行為による胎児の致死傷事件につい

てのそれと比較すると、それほど高いとはいえ

な
(注１)

かった。

胎児が被害者となった事件では、社会の眼は

まず母親に向けられる傾向があり、父親であり

夫である男性の行為が原因であることが発覚し

ても、その男性の責任を問うことは、往々にし

て英米の伝統的な社会的認識に阻まれていた。

その伝統的な社会的認識とは、妻の人格（per-

sonhood）は、夫の人格に包含され、夫は、外部

からの制約をうけることなく単独で、妻の行為

を統御する権限及び責務を有する、というもの

で、イギリスのコモンローとして確立された。

この伝統は、いくらかの変容が認められるもの

の、アメリカ法に受け継がれた。こうしたコモ

ンローの考え方の下で、妻に対する夫の暴力に

ついて、夫の刑事責任の追及は、厳格には行わ

れてこなかった。婚姻関係の下での虐待には、

傷害罪が適用されないことが多いというのもそ

の一側面で
(注２)

ある。

このような妊娠女性に対する社会的認識に

よって胎児の致死傷事件についての社会的対応

が方向づけられていたといえる。

⑵ “Born Alive”の法理

上記のような事情に加え、胎児の法的地位に

ついての英米法のコモンローにおける“Born
 

Alive”の法理もまた、胎児殺害事件に対する対

応を規定する大きな要因となっていることも指

摘することができ
(注３)

よう。

この法理は、合衆国に受け継がれ、一部の州

を除き、近年まで維持されてきている。

この法理に従えば、胎児は、出生するまでは、

出生した「人」と同じような法的地位を認めら

れず、たとえば、母親が受けた暴行が直接の原

因となって胎児が死亡した場合は、その胎児の

死亡は、母親に対する謀殺を含む暴行致死傷罪

の一部として評価されることとなる。暴行を

行った者は、母親に対する暴行致死傷罪の刑事

責任を問われるにとどまり、胎児の致死につい

ては、母親に対する暴行致死傷罪の量刑におい

て考慮されることはあるが、母親に対する犯罪

とは別の犯罪として刑事責任を問われることは

ない。

妊娠女性の法的地位に対する社会的認識とコ

モンローの下での胎児の法的地位についての法

理とが、胎児の殺害について独立した訴追をみ

とめる法規定の制定を阻む要因であったことは

明らかに認められる。

⑶ 胎児殺害の訴追を認める州レベルの動き

こうした連邦及び州のレベルでの一般的な状

況下においても、一部の州においては、胎児の

殺害を独立した犯罪として認める法律が制定さ

れていた。

1835年にミズーリ州で故殺規定に胎児殺害を

含める法律を制定したことを嚆矢とし、1900年

までには、９つの州が、胎児殺害を故殺罪とし

て訴追することを認めるに至って
(注４)

いる。

その後、1998年までには、23の州が第三者に

よる胎児殺害を犯罪とする法律を制定して
(注５)

いる。

そのうち15の州が、一定の条件の下で女性の

人工中絶選択権を認めた1973年１月22日の合衆

国最高裁判所判決（Roe v. Wade, 410U.S.
(注６)

113）の後に、これらの州法を制定した。

これらの州法は、Roe判決に反対する pro-

lifeのキャンペーンが展開されている中で制定

されてきたわけであるが、そのキャンペーンが

胎児殺害罪の法制化推進を目的とするものでは

なかったためか、これらの州法制定の動向と
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キャンペーンとの間には直接的影響関係は見ら

れない、とされて
(注７)

いる。

後述するように、第三者の暴行による胎児殺

害を犯罪として訴追を認める2004年の連邦法

は、女性の人工中絶選択権を支持する pro-

choiceから、胎児の法的地位が女性の人工中絶

権を侵食し、ついにはこれを否定するものとな

るとして、同法の潜在的効果に強い懸念が表明

されているが、州法についてみる限り、この時

期のものを含め、１、２の例を除く大多数の法

案が人工中絶禁止の問題とは別の問題として提

案され、議論されるという立法経緯を辿って成

立したものとみられる。

州最高裁判所は、州法に規定がない場合には、

Born Aliveの法理に従ってきた。これを最初に

覆したのは、1984年マサチューセッツ最高裁判

所判決である。同裁判所は、自動車殺人罪を定

める刑法の目的のために、胎児は人であり、殺

人の被害者となる可能性を有する者であると判

示
(注８)

した。

いずれにせよ、1999年の連邦議会に提案され

た法案の背景には、半数近くの州が胎児殺害を

独立した犯罪とする法律を定めていたという事

実があったことは確認しておかなければならな

い。

全米の州議会により組織された協議会

National Conference of State Legislature（以

下「NCSL」とする）が2002年に公表した調査
(注９)

結果によると、31の州が胎児殺害を犯罪として

法定している（このうち、マサチューセッツと

サウスカロライナの２州は、判例法による）。こ

のことは、2001年の法案が廃案になった時点で、

既に州レベルでは胎児殺害を犯罪とする立法が

増加し、ついに過半数の州で胎児殺害が独立し

た犯罪として刑事責任を追及されることが法的

に認められるに至っていたことを示している。

さらにNCSLは、上記報告において、2002年

を会期とする16の州議会に、胎児殺害法案が提

出されている、として
(注10)

いる。これらの法案がど

のような経過を辿ったかについては、詳らかで

ないが、最近では、2004年２月に、ケンタッキー

州で胎児殺害法が成立したことが確認されて
(注11)

いる。

⑷ 公衆の耳目を集める連邦政府の裁判管轄下

の胎児致死事件の発生

1999年以降の３つの法案が提案された背景に

は、連邦の裁判管轄の下で訴追される犯罪（連

邦法に規定する犯罪や、州境を越える犯罪を含

む）で、胎児を巻き込んだ悲惨な事件が相次い

で発生したことも挙げられる。それぞれの法案

についての
(注12)

報告書から、時系列に従いその主な

ものを以下に掲げてみる。

・1992年２月、ウィスコンシン州で子を望まな

い夫が臨月を迎えていた妻に暴行を加えた。

妻は病院で帝王切開手術を受けたが胎児は死

産と診断された。妻も間もなく死亡した。ウィ

スコンシン州は、胎児殺害を犯罪とする法律

がなく、夫は刑事責任を問われなかった。こ

うした事態を受けて、1998年、同州は胎児殺

害を犯罪とする法律を制定した。

・ 1993年２月、ニューヨーク世界貿易セン

ター爆破事件では、同センターで働いていた

妊娠女性も被害者となり、胎児が死亡したが、

裁判所は連邦法に胎児を犯罪の被害者とする

規定がないため胎児の殺害の罪を問うことは

できないとの見解を示した。

・ 1995年４月、オクラホマ市にある連邦政府

ビルディング爆破事件では、妊娠６か月の連

邦職員も被害を受け、胎児が死亡した。連邦

法ではこの胎児の死について犯行を行った者

の刑事責任を問うことはできなかったが、胎

外で生存することができるまでに発育した胎

児（viable fetus）を犯罪の被害者として認め

るオクラホマ州法に基づき訴追を行った。

・ 1996年９月、オハイオ州にある合衆国空軍
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基地内居住地で、軍人の夫が妊娠８か月の妻

に暴行を加えた。妻は重傷を負いながらも生

命は取りとめたが、胎児は暴行で破れた子宮

から腹腔に出て死亡した。合衆国空軍基地内

居住区は連邦の裁判管轄下にあり、連邦法が

適用されるが、連邦法の殺人罪の規定は、胎

児を被害者とする犯罪には適用されない。そ

のため、軍の検察官は、統一軍事裁判法に従

いオハイオ州法を援用することにより、非故

意殺の廉で夫を訴追した。

・ 1997年12月、バージニア州で、臨月に達し

ようとしていた女性が、住んでいるアパート

の傍で起きた爆発で、胎児と共に死亡した。

事件から３年後、元のボーイフレンドで胎児

の父親である男性が連邦法の爆発致死罪で逮

捕された。裁判所は、女性に対する謀殺の罪

を認めたが、胎児の殺害については何らの刑

事責任をも認めなかった。

・ 1998年４月、ノースカロライナ州で、妊娠

５か月の女性が車で走行中に交差点にさしか

かった所で別居中の夫に銃撃され、胎児と共

に死亡した。その男性は、複数の州にまたが

る配偶者間暴力の罪と銃を使用した暴力行為

の廉で訴追されたが、胎児の殺害については

刑事責任を問われなかった。

・ 1999年１月、ペンシルバニア州で、親元で

新年を祝った後帰宅した妊娠８か月の女性が

パイプ爆弾の爆発で殺害された。事件の１年

後、胎児の父親である男性が逮捕され、連邦

法の放火罪で起訴された。この男性は、女性

に中絶を求めたが拒否されたため、犯行に及

んだことが判明した。しかし、この男性は、

胎児の殺害については、刑事責任を問われな

かった。

・ 1999年８月、アーカンソー州で出産を翌日

に控えた女子学生が、以前に交際していた男

性から胎児の殺害を依頼された者に暴力を加

えられた。女性は負傷しただけであったが、

胎児は胎内で死亡した。アーカンソー州は、

事件の１か月前に胎児を犯罪の被害者として

認める法律を制定していたばかりであり、胎

児殺害を依頼した者と実行者は、この法律に

基づき訴追された最初の者となった。

・ 2002年７月、ニューヨーク州で以前の婚約

者の子を妊娠して４か月の女性が子を望まな

いその婚約者の男性によりライフルで射た

れ、埋められて、胎児も死亡した。ニューヨー

ク州は、胎児は、出生しなければ犯罪の被害

者とは認められないとして、この胎児殺害に

ついては訴追してない。

・ 2002年12月、カリフォルニア州で妊娠８か

月の女性が失踪、約４か月後の2003年４月に

死体で発見された。胎児は臍の緒をつけたま

ま母親の体外で死亡していた。容疑者として

夫が逮捕され、カリフォルニア州刑法の胎児

殺人罪の規定（1970年制定）に基づき訴追さ

れている。この事件は、被害者の捜索から容

疑者の逮捕、起訴に至る過程を通じて全米の

注目を集め、2004年の連邦法成立を推進する

原動力となった。

こうした悲惨な事件については、胎児殺害の

刑事責任をも追及すべきだとする声が被害者の

近親者のみならず、公衆からも上がっていたが、

制定法により胎児殺害を犯罪とする規定がない

場合には、胎児殺害について訴追が行われな

かった。

連邦議会では、いずれの法案の提案理由にお

いても、上記の事件のいくつかが例に取り上げ

られ、州法では犯罪とされるにもかかわらず、

連邦の裁判管轄下で訴追されるべき同様の事件

が連邦法の規定が欠けているがゆえに訴追され

ないという矛盾した事態を解消することが必要

であるとの主張が繰りかえされた。

第108議会における公聴会では、2003年12月に

娘を殺害され、胎児であった孫を永遠に奪われ
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た女性が、“殺害された胎児には名前もつけら

れ、生まれた子と同じように家族の愛を受けて

おり、その子を喪った悲しみは生涯消えること

はない。その子の殺害を犯罪とせず、訴追もし

ないことは、その子が存在しなかったものとみ

なすことであり、遺族にとってはとうてい容認

することができない取扱いである”、といった趣

旨のことを述べ、胎児殺害を訴追する法律の制

定を訴
(注13)

えた。

こうした訴えは、連邦議会内に法律制定の気

運を一気に高めるのに大きな効果があったもの

と考えられる。

２ 2004年暴行被害胎児法の概要

⑴ 構成

この法律は、公式の題名を「胎児を暴行傷害

及び謀殺から保護すること並びにその他の目的

のために、合衆国法典第18編及び統一軍事裁判

法を改正する法律」といい、次の３か条から成

る短いものである。

・第１条 略称

略称を「暴行被害胎児法（UnbornVictims
 

of Violence Act）」又は「Laci and Conner’

s Law」とする。後者の略称における Laciと

Connerとは、この法律の制定を推進する直

接的原因となった2002年末にカリフォルニア

州で発生した妊娠女性・胎児殺害事件の被害

者の女性（Laci）と胎児（Conner）を指し示

す。

・第２条 胎児の保護

合衆国法典第18編中、第90章の次に新たに

第90A章「胎児の保護」という章を加える。

（同章の内容については、次項で改めて概略

を述べることとする。）

・第３条 軍事裁判制度

合衆国法典第10編第47章X節（統一軍事裁

判法）の一部を改正し、第２条と同じように、

母親に対する暴力行為により死傷した胎児に

ついて、母親に対する暴力行為とは別個に犯

罪の成立を求める規定を設ける。

また、第２条に掲げる連邦犯罪に対応する

犯罪として、故殺、謀殺、強姦及び性交、強

盗、手足切断、放火、暴行脅迫等を掲げる。

⑵ 主な規定内容

以下において、この法律の主要な内容につい

て、主たる規定である第2条を中心としてその概

要を述べることとする。

① 別個の犯罪としての処罰

一定の連邦法で定める犯罪に関与し、その

犯罪の実行により胎児を死に至らしめ、又は

身体に損傷を与えた者は、母親に対する犯罪

とは別個にそれらの犯罪の廉で有罪とし、胎

児の母親の致死傷の原因となった行為に対す

る処罰と同様に処罰する。

② 不要とされる犯意

この条に基づく犯罪については、次のいず

れのことも立証を要しない。

・ その行為に関与した者が被害者の女性が

妊娠していたことの認識を有していたこと

又は認識を有していたことが当然とされる

こと。

・ 被告が、その胎児を死に至らしめ、又は

身体に損傷を与えることを意図していたこ

と。

③ 謀殺、故殺又はその未遂の罪

暴行の実行者が、その暴行により故意に胎

児を殺害し、又は殺害を試みたときは、その

者は、謀殺若しくは故殺又はその未遂の廉で

処罰する。

④ 死刑の不適用

この法律に基づく犯罪には、死刑は科さな

い。

⑤ 合法的人工中絶関連行為等の訴追禁止

この法律に基づく訴追は、次に掲げるもの

に該当するときは、禁止される。
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・ 胎児の母親である妊娠女性若しくはその

者を代理して行為することを法により認め

られた者の同意が得られ、又はそうした同

意が法により推定される人工中絶に関連し

た行為を理由とした訴追

・ 胎児の母親である妊娠女性又はその胎児

の医療措置を理由とした訴追

・ 胎児の母親である妊娠女性を対象とする

その胎児に関連した訴追

⑥ 胎児に関する定義

・「胎児（unborn child）」とは、胎内の子を

いう。

・「胎内の子（child in utero）」又は「胎内

にいる子（child，who is in utero）」とは、

ホモサピエンス種（the species homo
 

sapiens）の一員であって、発育段階の如何

を問わず、母胎内にいる者をいう。

⑦ 適用される連邦犯罪規定

この法律に基づき胎児殺害の廉で訴追され

る連邦犯罪を規定する条項を約50件列挙す

る。

３ 主な争点

この2004年暴行被害胎児法に対しては、「胎

児」及びこれに直接関連する用語の定義の曖昧

さや、胎児殺害を犯罪として成立させるために

必要な犯意を不要とすることにより合衆国憲法

修正第14の適正過程（due process）条項に違反

する恐れなどが指摘され、このような不備のあ

る法律は、女性の権利保護のためには不適当で

あるばかりか、胎児の法的立場に抵触する女性

の権利の侵奪という隠された意図をもつもの

だ、との批判・非難がなされている。以下に、

それらの主な争点を紹介する。

⑴ 「胎児（unborn child）」及びこれに直接関

連する用語の定義の曖昧さから由来する問題

“unborn child”という用語は、法律用語や

医学用語として定義づけされて使用されている

わけではないという見解が
(注14)

あるが、それは別と

して、この法律における定義をみると、“unborn
 

child”とは、“child in utero”をいうとしてい

るが、この定義づけの的確さには疑問が呈され

ている。

そのためか、同法ではさらに“child in utero”

とは、母胎内にいる（carried in womb）ホモ

サピエンス種をいうと定義した。そして、それ

は、発育段階を問わないとしているので、子宮

内壁に着床以前か以後かを問わず、子宮内にあ

る接合体（zygote）、胚盤胞（blastocyst）、着床

後の胚（embryo）や子孫（fetus）などすべて含

まれることに
(注15)

なり、曖昧さは依然として払拭さ

れていない。この定義によれば、受精直後の細

胞にすぎない接合体にも一定の法的地位を認め

ることが可能となる。

こうした点を捉えて、この法律には、出生か

ら憲法上の権利を与えられた成人女性と同等の

権利を接合体にも認めるという不当な意図があ

るとする批判がなされることになる。

接合体の着床後から保護の対象となると解し

たとしても、いつ着床したか、暴行による侵害

行為があった時点との関連はどうかなど立証す

ることが事実上困難な問題は避けられないこと

も指摘されて
(注16)

いる。

⑵ 犯罪成立要件である犯意を欠くことに関わ

る問題

この法律では、被害者となった女性が妊娠し

ていたことを加害者が認識していたことも、胎

児を死傷させる意思を有していることも要件と

しないため、女性が妊娠していることを知らず

に暴行を加え、結果的に胎児の生命を損なうこ

とになったとしても、この法律に基づく犯罪が

成立すると定めている。

法律のこの規定の仕方について、ある行為が

犯罪として成立し、処罰されるためには、犯意
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（犯罪を犯す意思）がなければならないとする

刑事法上の一般原則を逸脱するもので、合衆国

憲法の適正過程（due process）条項（修正第14）

に抵触する、とする批判がなされて
(注17)

いる。

こうした違憲の疑いに対しては、「故意の移転

（transferred intent）」理論により、次のように

説明がなされて
(注18)

いる。

Aを殺害しようとして銃を発射したとこ

ろ、銃弾がAを貫通し、その後ろにいた Bに

も当たり、殺すつもりのなかった Bをも死亡

させてしまった場合、Bを死亡させた行為を

行う意思は、Aを殺害する意思が移転したも

のと理解される。

こうして、妊娠女性に対する犯意があれば、

胎児に対する犯意がなくとも、その女性に対

する犯意が胎児に対するものへと移転して、

胎児に対する犯罪が成立する。

このような説明に対し、胎児の法的地位を認

めない立場からは、故意の移転は、故意が人を

対象とする行為に移転することを要するが、胎

児は出生するまでは法的な「人」とは認められ

ないので、故意が胎児に対するものに移転する

ことはできない、との批判がなされている。

2004年暴行被害胎児法成立後の2004年４月５

日、カリフォルニア州最高裁判所は、射殺され

た女性が妊娠12週であり、胎児も母親の死亡と

同時に死亡した事件で、加害者が殺害された女

性の妊娠を知らなくとも、胎児の殺害について

母親とは別個に犯罪を定める州法の規定に従い

処罰されると判決
(注19)

した。カリフォルニア州刑法

は、この連邦法におけるように犯意を要しない

と定めているわけではないが、連邦法の規定に

沿った論理構成で判断を行ったものと見られ

る。

⑶ 妊娠女性の権利を制限しようとする法律で

あるとする評価

この法律の提案者は、凶悪な暴力犯罪を犯し

た者だけを処罰するよう、工夫を凝らした法律

であることを強調して
(注20)

いる。

しかし、胎児に法的地位を認めるような規定

の仕方が、胎児を死傷させるような妊娠女性に

対する暴力を抑止するという効果とともに、

Roe v. Wade判決で合衆国最高裁判所が認め

た人工中絶を選択する権利の土台を侵食させる

おそれを内包させることになったとの批判が

pro-choiceからなされている。

この法律は、この法律のいかなる規定も、妊

娠女性若しくはその女性の代理として行動する

ことが法で認められた者の同意を得た人工中絶

又は法により同意を得たとみなされる人工中絶

に関連した行為の訴追を認めると解釈してはな

らない、と定める。しかし、同時にこの法律は、

受精直後の細胞や組織体から、母胎の外でも生

存することができるまでに発育した段階に至っ

たものまですべての発育段階の胎児を犯罪の被

害者となった女性その他の者と同じ法的地位を

持った存在として認知する新たな法的根拠をつ

くりあげた。

こうした根拠が女性の人工中絶選択権を脅か

す要因をもつくりあげていくことになると警戒

されているのである。

たとえば、妊娠女性が、妊娠中の行為や判断

の誤り、喫煙や飲酒などの廉で訴追を受ける立

法がなされる可能性が指摘されている。

また、児童監護（child custody）措置が胎児

に及ぶように拡大されたときは、胎児の監護権

を与えられた生物学上の父親が母親の行為を統

御することを容認すること、また、場合によっ

ては、民事上妊娠女性に自分の胎児を保護する

ことを委任するよう強制することができるよう

になることも予想されている。

最近いくつかの州の裁判所で、宗教上の信念

から医療を拒否した妊娠女性に対し、子の安全

な出産を保証する監護措置を受けることを命じ

たり、妊娠中期での人工中絶を阻止するために
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妊娠女子学生の拘禁を認めるなどした例が
(注21)

ある。

合衆国最高裁判所の判事も、胎児にほとんど

関心を持たないために胎児に生涯にわたる損傷

又は病気をもたらす危険を生じさせた妊娠女性

を州は処罰することができるという意見を述べ

て
(注22)

いる。

こうした最近の州の動向に対しては、州が妊

娠女性に対し強いコントロールを及ぼすように

なれば、胎児の運命は州が左右することになり、

女性は子を出産する単なる器（vessel）の地位に

貶められることにつながると警戒されている。

最近の議会及び裁判所の志向する方向性を考

慮に入れると、胎児の権利を女性の権利から独

立し、かつこれと同等の権利として創設するこ

とは女性の自主権を侵害する恐れにつながる、

という主張を杞憂であるとして退けることがで

きないだけの説得力がある。

おわりに

胎児を第三者の危害から保護することについ

ては広範な支持を得られてきたことではある

が、それをどのような形で実現するかについて

は、母親の権利の保護や、人間観・生命観など、

法的・社会的・倫理的諸側面についての調和を

図ることが不可欠であり、数々の取組みもなさ

れてきた。

2004年暴行被害胎児法は、一方に胎児の生命

の保護についての素朴ともいえる国民感情の高

まりを背景とし、他方では、人工中絶選択権を

はじめとして伸長してきた女性の権利について

の社会的認識の変遷の過程で誕生したものであ

り、胎児の法的地位に関わる問題についての現

時点での回答であるが、完全な解決策といえる

ものではないであろう。

この法律に対する批判、評価に対する明確な

反論、回答が出されるまでにも、長い時間を要

するのかもしれない。

現在特に大きな動きが見られる人工中絶の問

題など、胎児の法的地位について、直接的間接

的を問わず、関わりのある諸問題が山積してい

る。大局的視点から今後の動向を注視していか

なければならない。
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